
むつ市基礎情報（Ｈ29.2.1時点）
・人口:５９千人（DID人口：１７千人）
・可住地面積：8.15km2

【H28：先－１】 旧鉄道駅跡地を活用した官民連携事業調査
（実施主体：青森県むつ市）

①集約建替対象団地

調査対象施設（対象地）の概要

【事業分野：公営住宅】 【対象施設：（仮称）田名部まちなか団地） 】 【事業手法：ＰＦＩ（BTOorBOT＋付帯事業） 】
【キーワード：公営住宅、中心市街地再構築、地元企業参画、行政財産貸付】

事業発案に至った経緯・目的
③当該事業の発案経緯
▮ 老朽化した市営住宅の建替が急務であり、これら市内に分散配置さ
れた市営住宅を中心市街地に集約建替することで、まちなか居住を
推進し、地元商店街の再構築を含めたまちの活性化やコンパクトシ
ティの実現を図る。

▮ 市内に分散されている市営住宅７団地の集約建替用地として、市は
平成26年度に下北交通大畑線（廃線）の旧田名部駅跡地を取得済
み。

▮ 事業を実施するためには、市の財政上の問題から民間活力の導入
が必要であるため、PFI による事業実現性・採算性ならびに地元民
間事業者の参画意向の確認・検討が必要。

④自治体の特徴 ：平成17年3月に１市２町１村の市町村合併

団地名
入居
世帯数

築年数

桜木町東 4 ５２

大湊上町 １２ ５５

文京町 １８ ５３

山田町 １８ ５３

金曲 １１ ５３

品ノ木 ３０ ５１

奥内 ５ ４７

合計 ９８

②対象地の状況
▮ （仮称）田名部まちなか団地整備予定地
面積：6,708㎡、商業地域、旧田名部駅の鉄道敷、隣接してJRバスター
ミナル及び近隣に下北交通のバスターミナルが立地、整備予定地は
田名部地区の中心市街地に立地

③地域住民や関係者のニーズ等の整理

まちなか居住の推進、中心市街地（旧田名部駅前地区）の賑わい創
出、世代間交流施設の整備、周辺地域住民も利活用可能な民間提案
による収益施設の整備可能な施設

▮民間収益施設
・子育て世帯が集える飲食機能

・高齢者福祉施設（デイサービス、高齢者
支援施設等）
・サービス付き高齢者住宅
・地域優良賃貸住宅

・集約後の市営住宅跡地における民
間住宅の供給

④施設機能等の整理
▮導入施設
・市営住宅（集約建替）100戸
・民間収益施設
・多世代交流が可能な施設

▮公営住宅整備
・単身世帯：37㎡、65戸
・夫婦世帯：45㎡、21戸
・家族世帯：60㎡、14戸対象地及び集約建替対象団地（赤枠）の位置

①自治体が抱えている課題
▮ 中心市街地（旧田名部駅前地区）の再構築による賑わいの創出
▮ 老朽化した市営住宅の集約建替

②上位計画との関連性
▮ むつ市長期総合計画（Ｈ24～28）：老朽化が進む公営住宅の計画的
な整備、特色ある地域産業の育成、地域コミュニティ構築

▮ むつ市都市計画マスタープラン（目標Ｈ42）：田名部地域の地域づくり
のテーマ「下北の商業の拠点を担う、伝統とにぎわいの中心地」

▮ むつ市公営住宅等長寿命化計画（Ｈ23～32）：子供から高齢者、障が
い者まで安心して暮らせる住宅の供給、良質な住宅ストックの形成、
利便性が高く環境と調和した住環境づくり



①検討した事業手法
【市営住宅】

事業手法：施設整備、維持管理、入居者移転支援、集約後の
跡地活用等を包括的に実施するためPFI事業を検討

スキーム ：整備後の施設管理を民間に任せ、財政負担の低
減と平準化を図るため、BTO方式とBOT方式を検討

【民間収益施設】
事業手法：市営住宅整備と一体的に行うためPFI事業を検討
スキーム ：複数検討の結果、下記２つのスキームを抽出
○PFI法に基づく行政財産の貸付、（BOO方式）
○PFI法に基づく官民合築施設による行政財産の貸付
②定量評価（VFM等の財政効果の算出）
財政効果：公営住宅と民間収益施設の別棟・合築で試算
別棟：BTO方式で0.21億円（VFM4.4%）、BOT方式で0.18億円

（同3.7%）の縮減
合築：BTO方式で0.17億円（VFM3.7%）、BOT方式で0.14億円

（同2.8％）の縮減 ※VFMは現在価値化後の金額
③その他

・市営住宅のリスク分担、民間収益事業の事業リスクを市営
住宅事業に影響させないスキーム

・制約となる法令：整備予定地は、新規取得した行政財産
（土地）となるため、行政財産の貸付に係わる制約を整理

④検討結果
・事業リスクを分割した民間事業を含むPFI事業の実施のス
キームを検討・構築

・社会資本整備総合交付金のPPP/PFI重点化に対応した交付金活用
を見据えた事業費検討
・地元民間事業者の実施主体への参入確度の確認

事業化検討

今後の進め方

目標とするｽｹｼﾞｭｰﾙ
平成30年度：PFI事業実施準備 平成31年度：事業者選定
平成32年度：事業開始 平成35年度：施設供用開始

【ロードマップ】 【想定される課題】
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調査内容調査の流れ


